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[研究報告要旨]

本研究では、災害後の復興段階における地方自治体と市民組織に着 日し、住

宅再建に向けた双方の取 り組みとその後の状況を、住宅再建時 (1991年)と

その後 23年を経た現在 (2013年 )において検証することを目的とした。調査

対象は、1991年 10月 20日 にオークランド市の北部とバークレー市の南東部

の丘陵地帯 (ヒ ルズ)で発生した通称イース トベイ・ ヒルズ火災である。

イース トベイ・ ヒルズ火災では、死者 25名 、負傷者 150名 、被災者 5,000

名、戸建て住宅焼失 3,354棟、アパー ト焼失 456戸、焼失面積 1,500エ ーカ

ー、損害額約 15億 ドルという当時米国史上でもまれにみる大きな被害を記録

した。火災の延焼原因は、気象、地理的条件、植生、インフラ、建築物、消防

組織、消火施設、行政連携、情報伝達システム等多岐にわたる。

被災直後から復興段階にかけて、行政機関では火災の反省を受け、給水施設

や消防資器材の改善のみならず、地域間・組織間連携や災害対応・防災教育な

ど様々なプログラムが実施されてきた。また、本災害をきつかけに多くの住民

組織が結成され、復旧・復興時の情報共有や人的サポー トだけでなく、その後

の地域計画などにも大きな影響を及ぼしている。これらの組織はそれぞれの地

域の現状や発生する問題に応 じてその組織体制や活動内容を新たに取 り入れな

がら、現在でもその活動を継続的に行っている。また、近隣住民を対象とした

防災養育プログラム (COIu)が 、消防署と地域住民の共同で継続的に実施さ

れている。このように、災害をきつかけに、住民組織が果たす役割や重要性が

行政および住民間で共有された。

一方で、米国の都市部で顕著な高い移転率を反映し、当地域の一部では火災

被災者の約 6割が既に移転していることを明らかにした。今後、どのようにし

て災害脆弱性を新たな住民に伝え、災害に備えていくかが課題となっている。

そして、それは行政と住民双方の継続的な取 り組みによつてのみ可能である。


